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 当委員会は、このほど「会計監査人との連携に関する実務指針」を改正した。これは、

当協会と日本公認会計士協会が平成 21 年２月 17 日付で「監査役若しくは監査役会又は監

査委員会と監査人との連携に関する共同研究報告」を改正したことを受け、従前の実務指

針の見直しを行ったものである。 
 本改正の要点は次のとおりである。第一に、金融商品取引法によって、内部統制報告制

度、四半期報告制度及び確認書制度が導入され、また、監査人が被監査会社において法令

違反等の事実を発見したときは、当該事実の内容等を書面により監査役に通知することと

されたことや、平成 19 年６月の公認会計士法等の一部改正により、監査法人における品質

管理、ガバナンス等の強化や監査人の独立性と地位の強化が図られたことなど、近時行わ

れた法整備に対応した。特に、内部統制報告制度への対応については、会社法監査終了時

点での財務報告に係る内部統制に関する監査人の監査の状況について説明を受け、意見交

換すべきことを明示した（「７ 期末監査時の連携の例示」（7）参照）。第二に、会計監査人

の報酬等の決定に関わる監査役の同意など、会社法により導入された各種実務の展開が進

められていることに対応した。 
上記のほか、本指針に掲げた連携を図る時期及び情報・意見交換すべき事項は、従来ど

おり例示ではあるが、基本的に意見交換すべき事項であることを明確にした（「Ⅱ 連携の

具体的な例示」柱書参照）。 
なお、監査役と会計監査人を取り巻く監査環境は常に変化しており、今後もそれに即応

した新たな連携の構築に努められたい。 
以上 
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